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1．改正の概要

2．適用時期
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3．改正の趣旨

高額特定資産（注1）を取得した場合の事業者免税点制度（注2）及び簡易課税制度の適用を制限する措置の対象に、高額特定資
産である棚卸資産が、棚卸資産の調整措置(注3)の適用を受けた場合が加えられる。

これにより、取得した高額特定資産である棚卸資産につき、棚卸資産の調整措置(注3)の適用を受けた課税期間以後3年間は事業
者免税点制度（注2）及び簡易課税制度の適用を受けることができない。

(注1) 「高額特定資産」とは一取引単位につき、支払対価の額が税抜1,000万円以上の棚卸資産又は調整対象固定資産をいう。
（注2）事業者免税点制度は、小規模事業者の納税事務負担等に配慮して納税義務を免除する制度である。
(注3) 納税義務の免除を受けないこととなった場合等の棚卸資産に係る消費税の調整措置。

2020年（令和2年）4月1日以後に棚卸資産の調整措置の適用を受けた場合について適用される。

改正前については、高額特定資産を取得した場合の事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用制限の対象者に免税事業者を
含めていなかったため、免税事業者であった期間中に高額特定資産を取得し、課税事業者となった課税期間において棚卸資産の調
整措置により仕入税額控除の適用を受け、その後再度免税事業者となった期間中に当該高額特定資産を売却した場合、売上げに
係る消費税額は納付されない一方、仕入税額控除が行われてしまうという問題が生じていた。今回は、こうした制度上の欠陥を是正
するために税制改正が行われる。
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4．改正の全体像
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免税・簡易課税適用可

2021年（令和3年） 4月1日2019年（平成31年）4月1日 2022年（令和4年） 4月1日

本則課税事業者
（免税・簡易課税適用不可）

2023年（令和5年） 4月1日

棚卸資産である
高額特定資産
の仕入

N期 N+1期 N+2期 N+4期

免税・簡易課税適用可

改
正
前

改
正
後

※
【免税事業者が課税事業者となった場合】

その課税事業者となった課税期間の初日の前日にお
いて、免税事業者期間中に取得した棚卸資産を有して
いるときは、その棚卸資産に係る消費税額につき、仕
入税額控除を適用する。

改正後において本則課税事業者となる課税期間

本則課税事業者
（免税・簡易課税適用不可）

免税・簡易課税適用可

免税・簡易課税適用可本則課税事業者

本則課税事業者

2020年（令和2年）4月1日

免税事業者

在庫
繰越

免税事業者

棚卸資産である
高額特定資産
の売却

N+3期

繰越した在庫につきN+1期
において仕入税額控除 ※

免税の場合、売上げに係る消費税の
納税なし

売上げに係る消費税の納税あり

本則課税事業者となることで改正後では売却時に売上げに係る消費税の納税義務が生じる


